
表-１ 調合 

 
水結合材比

(%) 

単位量  (kg/m3) 

水 結合材 膨張材 細骨材 粗骨材 収縮低減剤 
SP/B 

(%) 

PL 16.0 155 969 － 525 848 - 1.30 

EX 16.0 149 939 30 525 848 6 1.30 

※SP：高性能減水剤 B：結合材+膨張材   
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要旨：水結合材比 16%の超高強度コンクリートについて，膨張材及び収縮低減剤を使用して，ほぼ同一の強

度発現性状で，異なる自己収縮履歴を有する 2種類のコンクリートを作製し，若材齢から自己収縮が鉄筋-コ

ンクリート界面の付着性状に及ぼす影響について実験的検討を行った。その結果，超高強度コンクリートに

生じる自己収縮によって，超高強度 RC 部材の定着が十分でない区間にはすべりが生じること，自己収縮を

低減することでわずかながら付着剛性が増大し，結果として RC プリズムの剛性が上昇する可能性があるこ

とが示唆された。 

キーワード：超高強度コンクリート，自己収縮，付着応力-すべり関係，両引き試験 

 

1. はじめに 

著者らは，水セメント比 15%程度の超高強度 RC部材

において，卓越するコンクリートの自己収縮ひずみが鉄

筋に拘束された場合，鉄筋周辺にひび割れが発生するこ

とを明らかにした

1)
。これらのひび割れは，コンクリー

トの硬化過程において水和反応に伴って自発的に生じ

うるひび割れであり，ひび割れの発生を抑制するには膨

張材，収縮低減剤等の自己収縮ひずみを減ずる対策が必

要とされる。超高強度コンクリートの調合によっては，

このような対策を施した場合でも，コンクリートに生じ

る拘束応力を完全に取り除くことは困難であり，超高強

度 RC 部材中のコンクリートは多くの場合，拘束引張応

力下にあると考えられる。 

自己収縮に起因する拘束応力が部材性能に及ぼす影

響については，比較的最近になって詳細が検討されはじ

め，自己収縮ひずみ量の異なる高強度 RC 梁を使用した

実験では，自己収縮ひずみ量の増大に伴い，曲げひび割

れ発生モーメントの低下，ひび割れ幅の増大

2)
，せん断

ひび割れ発生強度の低下

3) 
等の影響を及ぼすことが明ら

かになってきている。 

本検討では，同一材齢で，概ね等しい強度及び異なる

自己収縮量を持つ 2種類の超高強度コンクリートを作製

し，自己収縮ひずみが水和の進行に伴って変化していく

過程で両引き付着試験を実施することで，超高強度コン

クリートの自己収縮ひずみが鉄筋-コンクリート界面の

付着性状に及ぼす影響を明らかにすることを試みた。 

2. 実験概要 

2.1 使用材料及び調合 

本実験で使用した結合材は，中庸熱ポルトランドセメ

ントにシリカフュームを混和した結合材である。細骨材

には砕砂（吸水率：1.22％，表乾密度：2.68 g/cm3
），粗

骨材には砕石（吸水率：0.56％，表乾密度：2.71 g/cm3
）

を使用した。水結合材比は，コンクリートの想定 28 日

圧縮強度を 120MPaとし，16％に設定した。異なる自己

収縮量を有するコンクリートを作製するため，一方には

膨張材（石灰系）及び収縮低減剤（低級アルコールアル

キレンオキシド付加物）を付与し (試験体記号-EX)，も

う一方は無混和 (試験体記号-PL) とした。本実験に使用

した超高強度コンクリートの調合を表-１に示す。練混

ぜは水平二軸型強制練りミキサ (実機)で行い，トラック

アジテータで運搬 (運搬時間およそ 30 分)した後，それ

ぞれの型枠に打ち込んだ。 

2.2 強度試験 

所定の材齢に圧縮強度試験及び割裂引張強度試験を，

それぞれ JIS A 1108，JIS A 1113に準拠して行った。圧縮

強度試験時には同時に JIS A 1149に準拠して静弾性係数

の測定も行った。試験体の養生条件は封緘養生であり，

試験材齢は，注水時を材齢原点とし，12, 18, 24, 36, 48, 72, 

168, 672時間（±１時間）とした。 

2.3 自己収縮ひずみ 

コンクリートの自己収縮研究委員会報告書

4) 
を参考に，

20℃一定条件において 100×100×400mm試験体による自
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※寸法の単位はmm

 

図-１ 両引き試験装置概要 
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図-２ 両引き試験体概要  
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圧縮強度の経時変化 割裂引張強度の経時変化 圧縮強度とヤング係数の関係 

図-３ 強度試験結果 

己収縮ひずみの測定を実施した。ひずみの測定には，2

種類の埋込型ひずみ計 (記号- PMFL：標点間距離 60mm，

KM：標点間距離 100mm) を使用した。 

2.4 両引き試験 

コンクリートに自己収縮が生じ，鉄筋がそれを拘束す

る場合，鉄筋には圧縮応力，コンクリートには引張応力

が導入される。本実験では，自己収縮によるコンクリー

トと鉄筋の相対変位方向を保ちながら付着応力-すべり

関係を得るために両引き付着試験を行った。 

本実験で実施した両引き付着試験の概要は，150 × 150 

× 600mmの超高強度コンクリート試験体に，D22鉄筋を

埋設し，両端面に張り出した鉄筋にセンターホールジャ

ッキで引張力を導入し，その間，センターホールロード

セル (最大荷重：500kN) によって荷重を計測するという

もので，載荷に際し，載荷端部には球座を設けることで，

荷重の偏心にともなう曲げ応力の作用を極力小さくし

た。実験に使用した両引き試験装置を図-１に示す。 

本実験に使用した試験体の端部には，自由端から

50mmまでをブチルゴム系テープによって被覆すること

で非定着部分を設け，試験体の定着部分は 500mmとし

た。また，定着部中央から両側に 60mmピッチで 9か所

において，リブの裏表面を必要最小量研磨し，各距離に

裏表 2 枚，計 18 枚のひずみゲージを貼付した。ひずみ

ゲージを貼り付けた後，防水のため，リード線の下側お

よびひずみゲージの上側を 2種類のブチルゴム系コーテ

ィングテープで 2重に覆った。両引き試験体の概要を図

-２に示す。 

 

3 実験結果 

3.1 強度性状 

各材齢におけるコンクリートの強度試験結果を図-３

に示す。左図の圧縮強度の経時変化から，材齢 672時間

まで，EX が PLを若干下回っているものの，膨張材，収

縮低減剤の影響はごくわずかであった。しかしながら，

-575-



5 10 50 100 500
-600

-300

0

PL-PMFL
PL-KM
EX-PMFL
EX-KM

自
己

収
縮

ひ
ず

み
 (

x1
0-6

)

材齢 (hour)  

図-４ 埋込型ひずみ計による自己収縮ひずみの相違 
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図-５ 自己収縮ひずみの経時変化 
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図-６ PL の鉄筋ひずみ分布 
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図-７ EX の鉄筋ひずみ分布 

 

本実験では，EX の凝結時間が PLより 1時間程度遅かっ

たため，材齢 12，18 時間といった極若材齢では，圧縮

強度差が相対的に大きくなっている。割裂引張強度も圧

縮強度と同様に，材齢 672時間まで EX が PL を若干下

回っているものの，その差異は大きくはない。また，圧

縮強度とヤング係数の関係についても，PL，EX によら

ず若材齢から同一曲線で表現可能であり，各材齢におい

てほぼ同一強度を有するコンクリートが作製できてい

たものと考えられる。 

3.2 自己収縮ひずみ 

2 種類の埋込型ひずみ計から得られた各調合の自己収

縮ひずみの測定結果を図-４に示す。ここで，自己収縮

ひずみの導出に際し，100×100×400mmの試験体中心部で

最大 6.3℃の温度上昇がみられたが，この温度ひずみに

ついては線膨張係数を 10×10-6/℃として補正を行った

4)
。 

図に示されるように，2 種類の埋込型ひずみ計による

自己収縮ひずみを比較すると，いずれの調合においても， 

PMFL を使用した場合のほうが若材齢の自己収縮ひずみ

が大きくなる結果であった。この自己収縮ひずみ差の大

半は材齢 12 時間以前に生じたものであり，コンクリー

トのヤング係数が発現する過程で生じる自己収縮ひず

みの測定には，測定手法に依って誤差が生じる可能性が

示された。一方で，図-４の試験結果に示されるように，

材齢 24時間以降，672時間までは，両者のひずみ履歴に

大きな差異はみられない。 

図-５に，PMFLによって得られた PL，EX の自己収縮

ひずみの経時変化を示した。また，図中には参考のため

強度試験，両引き付着試験を行った材齢を点線で示した。 

図-５によると，膨張材と収縮低減剤を付与した EX は，

材齢 12時間以前までは，無混和の PLと同様のひずみ履

歴を示しており，材齢 12 時間以降に膨張材が効果を発

揮し始めていることが分かる。EX ではその後，材齢 36

時間まで膨張が継続し，材齢 36 時間以降は再び緩やか

な収縮を示したが，材齢 672時間において，概ね 320×

10-6
の自己収縮を低減可能であった。 

3.3 両引き付着試験以前の付着応力-すべり関係 

両引き付着試験体に埋設した鉄筋には，周辺のコンク

リートの自己収縮ひずみによって，両引き試験に供する

以前からひずみが生じる。図-６，図-７に PL 及び EX

の両引き付着試験体において，各鉄筋位置のひずみ分布

の推移を示した。 

図-６，図-７を比較すると，材齢 672時間まで自己収

縮が継続して進展する PL では，いずれの材齢，いずれ

の鉄筋位置でも鉄筋ひずみは圧縮側に推移している。ま

た，十分に定着がとれていない部材両端付近では鉄筋ひ

ずみの変化量は部材中央部と比較して小さく，端部付近

ですべりが生じていることを表している。一方，膨張材，
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図-８ 各鉄筋位置におけるすべり量の経時変化 
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図-９ 自己収縮によって生じた 240mm 位置における 

付着応力-すべり関係 

 

収縮低減剤により自己収縮量を低減した EX では，材齢

12時間に PLと同様圧縮ひずみを示した後，膨張材の効

果によってその後は徐々に引張側へと推移し，材齢 48

時間の中央部で最大 59×10-6
の引張ひずみを示した。つ

まりこの間，周辺コンクリートには微量のプレストレス

が付与されているものと考えられる。その後再び進展す

る自己収縮によって材齢 672時間の鉄筋ひずみは再度圧

縮ひずみを示したが，PLの材齢 672時間の値と比較して

200×10-6
以上小さいものであった。このように自己収縮

量を低減することで，中央部の鉄筋ひずみの変化量を低

減することは可能であったが，圧縮側・引張側いずれの

場合においても，材齢 18時間，672時間を除き，部材端

部と中央部のひずみ差は解消し切れてはおらず，EX で

も部材端部付近ですべりが生じていることが分かる。 

以上から，自己収縮の卓越する超高強度コンクリート

では，両引き付着試験を実施する以前に，鉄筋とコンク

リートの界面にすべりが生じていることが確認された。

本研究ではこのすべり量の経時変化を以下の手法で導

出した。 

すなわち，鉄筋全域のひずみ分布曲線 ( )xε を，隣接

する 3点を通る 2次曲線を順次組み合わせることによっ

て仮定し，局所すべり量を以下の式によって算定した。 

 

1

1( ) ( ) ( )
i

i

x

i i

x

S x S x x dxε
−

−= + ∫   (1) 

 

ここで，x：試験体中央からの距離（mm）， ( )iS x ： x 位

置におけるすべり量（mm）である。 

 図-８に PL，EX の鉄筋各位置における鉄筋径に対す

るすべり量の割合（S/D）の経時変化を示した。図から

すべり量の絶対値は，部材中央から遠ざかるほど大きく

なるが，PLでは材齢の経過に伴って概ね一様に増大して

いくのに対し，EX ではコンクリートの自己収縮挙動に

対応して，複雑な挙動を示している。特に，材齢 18 時

間から 24 時間，材齢 168時間から 672時間の間では，

コンクリートの膨張，収縮に伴って，すべりの方向が逆

転していることがわかる。 

 次に，式 (2)によって局所付着応力を導出し，鉄筋位

置 240mmにおける付着応力-すべり関係の経時変化を得

た。 

4
s sD E d

dx

ετ ⋅= ⋅    (2) 

ここで，τ ：局所付着応力（MPa），D ：鉄筋径（mm），

sE ：鉄筋のヤング係数（MPa）である。 

 図-９に示すように，PL のようにすべり方向が正側に

一様であれば，すべり量の増大に伴って付着応力の増大

を示し，付着応力-すべり曲線は下に凸の形状となる。こ

れは，コンクリートの水和の進行に伴って付着剛性が増

大していくためである。一方，材齢によってすべり方向

が逆転する EX では複雑な挙動を示している。この複雑

な挙動の中で注目すべき点は，材齢168時間から材齢 672

時間であり，この間 PL と EX でほぼ同程度のすべり量

の増加を示しているにも関わらず，両者の付着剛性は PL

＞EX となっている。つまり，EX では収縮，膨張を繰り

返すことで，正負の最大すべり量の間では，付着性能が

低下している可能性が考えられる。 

3.4 両引き付着試験結果 

3.3 節で述べた前条件のもと，各材齢において両引き

付着試験を実施した。 

図-10 及び図-11 に，両引き試験によって PL 及び EX

試験体に生じた鉄筋全区間の平均ひずみと荷重の関係

を示す。図には参考として鉄筋単体のひずみ - 荷重関係

を併せて示した。図-10 及び図-11 から，いずれの調合

についても材齢 12 時間では，鉄筋単体の剛性に近い値

を示しており，コンクリートの強度が十分に発現してい

ない状態では，付着拘束がほとんど働かないことを示し

ている。その後材齢の経過に伴い，鉄筋からコンクリー

トに応力が伝達されるようになると，部材全体の剛性は

向上していくことが確認できる。 

平均ひずみ 200×10-6
以下の領域でこの傾きを算出し，
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図-10 PL の鉄筋ひずみ-荷重関係 
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図-11 EX の鉄筋ひずみ-荷重関係 
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図-12 EX の PL に対する 

鉄筋ひずみ-荷重関係の傾きの比率 

EX の PLに対する比率を取ったものが図-12である。こ

の値が 1 より大きい場合には，EX の方が部材の応力伝

達性能が高いことを意味している。図-12 をみると，材

齢 18時間を除き，EX の方が PL と比較して傾きがやや

大きくなっていることが分かる。材齢 18 時間で PL が

EX を上回った原因は同一材齢におけるコンクリート強

度の差が相対的に大きかったこと  (PL：33.8MPa，

EX:26.0MPa) によるものと推察される。 

この結果は，自己収縮を低減することで鉄筋-コンクリ

ート界面の付着性状が改善され，結果として部材全体の

剛性が上昇することを示唆するものであるが，その改善

の程度はいずれの材齢でも概ね 5％程度であり，本実験

の範囲程度の鉄筋量，自己収縮量であれば，自己収縮が

RC部材の付着剛性に及ぼす影響は大きくはない。 

次に，各材齢における両引き付着試験から，式(1)，(2) 

を使用して，鉄筋各位置における付着応力-すべり関係を

得た。各鉄筋位置において付着応力-すべり関係を比較し

たところ，同一調合ではいずれの鉄筋位置についてもほ

ぼ同様の付着応力-すべり曲線上にあることが確認され

たため，図-13に各材齢の代表値として鉄筋位置 240mm

の点における付着応力-すべり関係を示した。 

ここで，局所すべり，局所付着応力の原点は厳密には

図-９に示した各点であるが，本論文では一般的な整理

方法に倣って，載荷開始時点を原点とした。また，材齢

や調合によるコンクリート強度の影響を取り除くため，

山尾らの研究

5)
にならい，付着応力は圧縮強度の (2/3) 

乗で基準化した。参考として，図-13 中には普通強度領

域の付着応力-すべり関係の一例である式(3)に示す島ら

の提案式

6)
を併せて示した。 

{ }2 / 3 0.60.9 1 exp( 40( / )cf S Dτ = − −    (3) 

ここで，

2 / 3
cf ：圧縮強度の (2/3) 乗（MPa）である。  

図-15に示されるいずれの材齢においても，付着剛性

の実験値は島らの提案式を上回っており，既往の研究

たと

えば7) 
にみられるように超高強度コンクリートは普通コ

ンクリートと比較して優れた付着性能を有しているこ

とが確認される。また，PL，EX について比較すると，

材齢 24時間，36時間という EX の自己収縮挙動におい

て膨張を示していた材齢において，EX が PLを上回って

おり，その後の材齢についても，若干ながら EX のほう

が上回る結果であった。この結果は，図-12に示した傾

向と符合している。その後，材齢の経過に伴ってその差

異は小さくなっているが，この間のすべり-付着応力関係

をみると，EX では材齢によってほとんど変化していな

いのに対し，PLで材齢 48時間以降，付着剛性が改善さ

れていることによるものである。 

著者らは，自己収縮量の異なる 2種類の超高強度 RC

短柱を用いたせん断試験において，超高強度コンクリー

トの自己収縮量を低減した場合に RC短柱の初期せん断

剛性が改善することを実験的に明らかにしている

8)
が，

本検討において，この現象は付着性能の向上によるもの

であることが示唆された。 

 

4. まとめ 

水結合材比 16%の超高強度コンクリートについて，膨

張材及び収縮低減剤を使用して，ほぼ同一強度発現性状
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図-13 各材齢における PL 及び EX の付着応力-すべり関係 

で，異なる自己収縮履歴を有するコンクリートを作製し，

若材齢から，自己収縮が鉄筋-コンクリートの付着性状に

及ぼす影響について実験的検討を行った。その結果，以

下の知見が得られた。 

(1) 超高強度コンクリートに生じる自己収縮によって，

超高強度 RC 部材の定着が十分でない区間にはすべ

りが生じること，すべり方向は自己収縮，自己膨張

に依存することが確認された。 

(2) 自己収縮を低減することで，わずかながら付着剛性

が増大し，結果として両引き試験体において，RCプ

リズムの剛性が上昇する可能性が示された。 
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